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一
　
背
景

平
成
16
年
12
月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
今
後

の
行
政
改
革
の
方
針
」
を
踏
ま
え
、
平
成
17
年

３
月
に
は
総
務
省
に
お
い
て
「
地
方
公
共
団
体

に
お
け
る
行
政
改
革
の
推
進
の
た
め
の
新
た
な

指
針
（
集
中
改
革
プ
ラ
ン
）」
が
策
定
さ
れ
ま

し
た
。
こ
の
新
た
な
指
針
に
基
き
、
地
方
自
治

体
は
計
画
的
な
行
政
改
革
の
推
進
と
説
明
責
任

の
確
保
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

下
野
市
の
発
足
に
あ
た
っ
て
は
、「
合
併
は

究
極
の
行
政
改
革
の
一
つ
で
あ
る
」
と
の
理
念

の
基
に
調
整
を
行
っ
て
ま
い
り
ま
し
た
が
、
今

後
速
や
か
に
策
定
す
る
「
行
政
改
革
大
綱
」
と

「
実
施
計
画
」
に
、
そ
の
内
容
を
具
体
的
に
反

映
さ
せ
て
い
く
た
め
、
喫
緊
の
行
政
改
革
の
指

針
と
し
て
「
下
野
市
集
中
改
革
プ
ラ
ン
」
を
合

併
協
議
会
と
議
会
に
お
け
る
協
議
を
経
て
平
成

18
年
３
月
に
策
定
し
ま
し
た
。

二
　
計
画
期
間

平
成
17
年
度
〜
平
成
21
年
度
の
５
年
間
と
し

て
い
ま
す
。

な
お
、
行
政
改
革
の
着
実
な
実
施
を
図
る
た

め
、
市
を
取
り
巻
く
行
財
政
環
境
の
変
化
を
踏

ま
え
、
内
容
に
つ
い
て
は
、
毎
年
度
見
直
し
を

行
い
ま
す
。

三
　
推
進
体
制

（1）

今
回
策
定
す
る
「
下
野
市
集
中
改
革
プ
ラ

ン
」
に
つ
い
て
は
、
緊
急
に
行
政
改
革
の
推

進
を
迫
ら
れ
て
い
る
事
項
、
合
併
準
備
作
業

に
お
い
て
の
課
題
な
ど
、
一
般
的
な
事
項
を

取
り
ま
と
め
た
も
の
で
す
。
こ
の
た
め
、
今

後
で
き
る
だ
け
早
い
時
期
に
「
下
野
市
行
政

改
革
大
綱
」
の
策
定
に
着
手
す
る
と
と
も
に
、

よ
り
実
践
的
な
事
項
を
決
定
・
見
直
し
し
た

「
実
施
計
画
」
を
策
定
し
ま
す
。

（2）

行
政
改
革
を
実
効
あ
る
も
の
と
に
す
る
た

め
、
職
員
一
人
ひ
と
り
が
厳
し
い
財
政
状
況

を
認
識
し
、
行
政
改
革
に
対
す
る
問
題
意
識

を
持
ち
、
事
務
の
効
率
化
や
徹
底
し
た
経
費

の
削
減
等
に
積
極
的
に
取
り
組
み
ま
す
。

（3）

行
政
改
革
を
効
果
的
に
推
進
す
る
た
め
に

は
、
住
民
の
理
解
と
協
力
が
必
要
不
可
欠
で

あ
る
こ
と
か
ら
、
積
極
的
に
行
財
政
改
革
に

関
す
る
情
報
の
提
供
等
を
行
い
、
市
民
と
の

協
働
に
よ
り
推
進
し
ま
す
。

★
詳
細
は
、
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

下
野
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

http://w
w
w
.city.shim

otsuke.lg.jp

「
計
画
・
行
革
」
か
ら

集中改革プランの具体的方針

事務事業の適正化
１事務事業の見直し
◆総合計画の策定

新市建設計画を基調に、事務事業について具体的目標を設定し、それらを積み上げた総合計画を平成19年度末を
目標に策定します。
◆行政評価システムの確立

市が行う事務事業について、有効性・効率性を一定の指標を用いて評価する「行政評価システム」を検討し、平
成19年度に一部試行的に導入し、平成20年度から全事務事業を対象に導入します。

２組織・機構の見直し
◆グループ（担当）制の導入
市民の多様なニーズに対応できるグループ（担当）制の導入を平成18年度に検討、平成19年度から導入します。
なお、導入にあたっては、管理監督者の資質向上を図ります。

定員管理、給与・人事制度の適正化
１定員管理の適正化
◆定員適正化計画の策定

地方分権や新たな行政ニーズを見据えた定員適正化計画を速やかに策定します。平成21年度末までは退職者数の
1/2を不補充とし、平成17年度当初と比較し、一般職員数を26名（5.7%）減少させることを目標とします。

２給与の適正化
◆職員の勤務成績を適切に評価し成績率などへ反映

平成18年4月には職員の能力・実績に応じた給与体系に転換していくことになります。このため、職員の勤務成績を
適切に評価できる手法をできるだけ早い時期から検討します。

３定員・給与等の公表
ホームページや市報により、内容を積極的に公表します。

４人材育成基本方針の策定
人事管理・組織風土・職員研修などを柱とした職員の人材育成に関する基本方針を平成18年度末までに策定します。




